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議案第10号

　（総　則）　

第１条　令和４年度読谷村水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

　（業務の予定量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

13,846 栓

4,742,289 ㎥

　(3)　１ 日 平 均 給 水 量　 12,993 ㎥

村道長浜後原～座喜味城線配水管布設替工事

生活道路内配水管布設工事（上地地内）

令 和 ４ 年 度 読 谷 村 水 道 事 業 会 計 予 算

　(1)　給   水   栓   数　

　(2)　年 間 総 給 水 量

　(4)　主要な建設改良工事
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　（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

第１款 1,000,370 千円

  第１項 951,751 千円

  第２項 48,616 千円

  第３項 3 千円

第１款 943,818 千円

  第１項 925,103 千円

  第２項 8,478 千円

  第３項 237 千円

  第４項 10,000 千円予 備 費

営 業 費 用

営 業 外 費 用

水 道 事 業 費 用

営 業 収 益

営 業 外 収 益

特 別 利 益

支 出

水 道 事 業 収 益

収 入

特 別 損 失
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　（資本的収入及び支出）

第１款 62,073 千円

  第１項 10,000 千円

  第２項 50,400 千円

  第３項 1,673 千円

第１款 228,700 千円

  第１項 211,772 千円

  第２項 6,928 千円

  第３項 0 千円

  第４項 10,000 千円

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額166,627千円は当年度

収 入

資 本 的 収 入

　分消費税及び地方消費税資本的収支調整額12,822千円、当年度分損益勘定留保資金71,141千円、減債積立金6,928千円及び建設改良

　積立金75,736千円で補填するものとする｡)。

補 助 金

企 業 債

国 庫 補 助 金 返 還 金

企 業 債 償 還 金

そ の 他 資 本 収 入

支 出

資 本 的 支 出

予 備 費

建 設 改 良 費

- 3 -



　（企業債）

第５条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

起債の方法

千円

10,000

　（一時借入金）

第６条　一時借入金の限度額は 10,000 千円と定める。

　（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第７条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

　(1)　営業費用、営業外費用及び特別損失との間

　(2)　建設改良費、企業債償還金及び国庫補助金返還金との間

上水道施設整備事業債

起債の目的

　償還期限は据置期間を含め40年以
内とする。
　償還方法は借入先の融資条件によ
り元利均等又は元金均等による。
　ただし、村財政の都合により償還
期限を短縮できることのほか、繰上
償還又は低利債に借り換えることが
できる。

償還の方法

証書借入又は
証券発行

　３％以内 (ただし、利率
見直し方式で借り入れる政
府資金及び地方公共団体金
融機構資金について、利率
の見直しを行った後におい
ては当該見直し後の利率)

利率限度額
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　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第８条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に

　(1)　職員給与費 87,811 千円

　(2)　交際費 100 千円

　（たな卸資産購入限度額）

第９条　たな卸資産の購入限度額は、20,000千円と定める。

　　　　　　　令和４年３月２日提出

　

　流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

読谷村長　石　嶺　傳　實
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注記

Ⅰ 重要な会計方針にかかる事項に関する注記

改正後の地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成している。

１ 有価証券の評価基準及び評価方法

・満期保有目的の債券　 取得価格による。

２ たな卸資産の評価基準及び評価方法

・貯蔵品　　先入先出法による原価法

３ 固定資産の減価償却の方法

(1)　有形固定資産

・減価償却の方法 定額法による。

・主な耐用年数

　建物　 15年～50年

　構築物 30年～40年

　機械及び装置 ８年

　車輌及び運搬具 ４～６年

　器具及び備品 ５年～10年

(2)　無形固定資産

・減価償却の方法 定額法による。

・主な耐用年数

ソフトウェア ５年
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４ 引当金の計上基準

(1)　貸倒引当金

(2)　退職給付引当金

　

(3)　賞与引当金

５ 消費税等の会計処理

・消費税及び地方消費税の処理は

(1)　決算報告書は税込処理方式による。

(2)　財務諸表は税抜処理方式による。

Ⅱ 減損損失に関する注記

・当年度において、減損の兆候は生じていない。

Ⅲ リース契約により使用する固定資産に関する注記

・リース契約により使用する固定資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

令和４年度末の未経過リース料相当額は、下記のとおり。

１年内 3,384 千円

１年超 4,510 千円

　　　計 7,894 千円

　過去３カ年の未収金及び当該未収金に係る不納欠損額の実績をもとに貸倒率（不納欠損／未収金）を算定し、事業年度末未収金に貸倒率
を乗じて算出したものを計上している。ただし、破産手続き等、明らかに貸倒れの可能性が高い債権については、貸倒率により一律に引当
金を計上する債権と区分して引当金を計上する。

　簡便法（当該事業年度の末日において全企業職員（同日における退職者を除く。）が自己の都合により退職するものと仮定した場合に支
給すべき退職手当の総額による方法をいう。）により算出した額から退職手当組合への積立金を減額した額に計上している。

　事業年度末に在籍する職員に対して支給が見込まれる期末手当・勤勉手当のうち、当事業年度の負担に属する支給対象期間相当分を賞与
引当金としている。
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予定額 (千円）

1 水道事業収益 1,000,370

1 営業収益 951,751

1 給水収益 942,819 水道料金収入

2 その他営業収益 8,932 手数料その他収入

2 営業外収益 48,616

1 受取利息及び配当金 1,860

2 雑収益 126

3 消費税還付金 1

4 長期前受金戻入 46,629

5 引当金戻入 0

3 特別利益 3

1 固定資産売却益 1

2 過年度損益修正益 1

3 その他特別利益 1

令和４年度読谷村水道事業会計予算実施計画

収益的収入

款 項 目 備            考
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予定額 (千円）

1 水道事業費用 943,818

1 営業費用 925,103

1 原水及び浄水費 575,073 浄水購入費

2 配水及び給水費 128,170 配水及び給水に要する費用

3 総係費 103,489 事業活動全般に要する費用

4 減価償却費 112,370

5 資産減耗費 6,000 固定資産除却及び棚卸資産の減耗費

6 その他営業費用 1

2 営業外費用 8,478

1 支払利息 377 企業債に対する利息

2 雑支出 101

3 消費税 8,000

3 特別損失 237

1 固定資産売却損 1

2 過年度損益修正損 236

4 予備費 10,000

1 予備費 10,000

収益的支出

款 項 目 備            考
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予定額 (千円）

1 資本的収入 62,073

1 企業債 10,000

1 企業債 10,000

2 補助金 50,400

1 国庫県費補助金 50,400 国庫補助金

3 その他資本収入 1,673

1 負担金 1,672 消火栓設置に伴う負担金

2 固定資産売却代金 1

資本的収入

款 項 目 備            考
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予定額 (千円）

1 資本的支出 228,700

1 建設改良費 211,772

1 送配水設備費 202,682

2 給水設備費 7,355

3 営業設備費 1,735

2 企業債償還金 6,928

1 企業債償還金 6,928

3 国庫補助金返還金 0

1 国庫補助金返還金 0

4 予備費 10,000

1 予備費 10,000

款 項 目 備            考

資本的支出
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(単位：千円　消費税及び地方消費税抜き)

1 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益(△は純損失) 45,168

減価償却費 112,370

引当金の増減額(△は減少) 6,505

長期前受金戻入額 △ 46,629

受取利息及び受取配当金 △ 1,860

支払利息 377

有形固定資産除却損 5,000

有形固定資産売却損益(△は益) 1

未収金の増減額(△は増加) △ 1,383

未払金の増減額(△は減少) △ 3,742

その他流動資産の増減額(△は増加) 0

その他流動負債の増減額(△は減少) 0

棚卸資産の増減額(△は増加) △ 5,826

小計 109,981

利息及び配当金の受取額 1,860

利息の支払額 △ 377

業務活動によるキャッシュ・フロー 111,464

 令和４年度読谷村水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書(間接法)

(令和４年４月１日から令和５年３月31日まで)
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2 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 204,234

有形固定資産の売却による収入 1

国庫補助金等による収入 45,836

補助金等の返還 0

一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入 0

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 158,397

3 財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 10,000

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 6,928

その他の企業債による収入 0

その他の企業債の償還による支出 0

他会計等からの出資による収入 1,521

財務活動によるキャッシュ・フロー 4,593

現金及び現金同等物の増減額 △ 42,340

資金期首残高 1,151,569

資金期末残高 1,109,229
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特別職 一般職 報酬 給料 手当 計

(4)

10       

(4)

10         

(0)

0

区　分 扶養手当 管理職手当 特殊勤務手当 通勤手当 住居手当 期末手当 勤勉手当 時間外勤務手当

本年度 1,392 641 156 504 1,254 7,487 4,713 2,890

前年度 996 641 156 598 1,380 7,474 4,681 3,041

比　較 396 0 0 △ 94 △ 126 13 32 △ 151

　(　)内は、短時間勤務職員について外書き

（単位：千円）

給 与 費 明 細 書

１．総括 （単位：千円）

区　分
職員数（人） 給与費

法定福利費 引当金繰入額 合計

13,909 6,273 87,811

前年度 0 8,882 39,305 18,967 67,154 13,847

本年度 0 9,146 39,446 19,037 67,629

6,273 87,274

比　較 0 264 141 70 475 62 0 537

手当の内訳
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ア　会計年度任用職員以外の職員

特別職 一般職 報酬 給料 手当 計

(0)

10       

(0)

10       

(0)

0

区　分 扶養手当 管理職手当 特殊勤務手当 通勤手当 住居手当 期末手当 勤勉手当 時間外勤務手当

本年度 1,392 641 156 504 1,254 6,425 4,713 2,890

前年度 996 641 156 598 1,380 6,435 4,681 3,041

比　較 396 0 0 △ 94 △ 126 △ 10 32 △ 151

　(　)内は、短時間勤務職員について外書き

（単位：千円）

本年度 0 0 39,446 17,975 57,421

（単位：千円）

区　分
職員数（人） 給与費

法定福利費 引当金繰入額 合計

13,909 6,273 77,603

6,273 77,353

比　較 0 0 141 47 188 62 0 250

前年度 0 0 39,305 17,928 57,233 13,847

手当の内訳
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イ　会計年度任用職員

特別職 一般職 報酬 給料 手当 計

(4)

0

(4)

0

(0)

0

区　分 扶養手当 管理職手当 特殊勤務手当 通勤手当 住居手当 期末手当 勤勉手当 時間外勤務手当

本年度 0 0 0 0 0 1,062 0 0

前年度 0 0 0 0 0 1,039 0 0

比　較 0 0 0 0 0 23 0 0

　(　)内は、短時間勤務職員について外書き

（単位：千円）

本年度 0 9,146 0 1,062 10,208

（単位：千円）

区　分
職員数（人） 給与費

法定福利費 引当金繰入額 合計

0 0 10,208

287

手当の内訳

0 9,921

比　較 0 264 0 23 287 0 0

前年度 0 8,882 0 1,039 9,921 0
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区分 増減額（千円）

平均昇給率

昇給期別職員数 4 月 10 人

扶養手当 396

管理職手当 0

特殊勤務手当 0

通勤手当 △ 94

住居手当 △ 126

期末手当 13

勤勉手当 32

時間外勤務手当 △ 151

備　　　考

給料

1.84%

（昇給期）（職員数）

配水給水（池原、玉城）、設備費（山内）
総係費（東恩納、村山、知念）

141 昇給に伴う増加分

２．給料及び手当の増減額の明細

増減事由別内訳（千円） 説　　　明

141 定期昇給 141

手当 70 その他の増減分 70
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（1）職員１人当たりの給与

（2）初任給

号級

高　　　校　　　卒 １級５号

短　　　大　　　卒 １級15号

大　　　学　　　卒 １級25号

３．給料及び手当の状況

事務・技術（企業職）

令和４年４月１日現在

328,717

385,692

40

（円）

（円）

平均年齢

平均給与月額

平均給料月額

区　　　　　　 　分

（歳）

182,200

163,100

150,600

令和３年４月１日現在　

327,542

384,308

38

区　　　　　　 　分

一般会計の制度

平均年齢

平均給与月額

平均給料月額

企業職（円）

182,200

163,100

150,600

（歳）

（円）

（円）

行政職（円）
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（3）級別職員数

（級別の標準的な職務内容）

区　　　分 ７級 ６級 ５級 ４級 ３級 ２級 １級

企　業　職 部長 課長 課長補佐 係長・係 係 係 係

令和４年４月１日現在

令和３年４月１日現在　

区　　　分

1

3

計

１級

２級

３級

４級

５級

10

1

0

2

5

1

0

1

4

７級

職員数（人）級

企　業　職

100.0

10.0

0.0

20.0

計

１級

２級

３級

４級

５級

６級

６級

７級

構成比（％）

0.0

10.0

100.0

0.0

10.0

30.0

50.0

10.0

1

0

1

10

0

40.0

10.0

0.0

10.0
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（4）特殊勤務手当

区　　　分

給料総額に対する比率（％）

支給対象職員の比率（％）

(令和４年４月１日現在）

支給対象職員１人あたり平均支給月額（円）

代表的な特殊勤務手当の名称

（5）期末手当・勤勉手当

合計支給率

６月（月分） 12月（月分） （月分）

３級 5%

４級～６級 10%

７級 15%

３級 5%

４級～６級 10%

７級 15%

３級 5%

４級～６級 10%

７級 15%

技術

0.000.40

区　　　分
等級による加算措置

職制上の段階職務の
備　　考

支給期別支給率

事務全職種

技術管理者手当、施設維持管理手当、災害対策時勤務手当（※総務課より支給）

3,250－3,250

100.000.0040.00

0.98

一般会計の制度

4.3002.1502.150

2.225 2.225 4.450

2.150 2.150 4.300

本　年　度

前　年　度
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（6）定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最高限度
（月分） （月分） （月分） （月分）

支　給　率 24.58688 33.2708 47.709 47.709

一般会計の制度（支給率等） 24.58688 33.2708 47.709 47.709

（7）その他の手当

区　　　分

扶 養 手 当

管 理 職 手 当

住 居 手 当

通 勤 手 当 同じ

区　　　分 その他の加算措置等 備考

定年前早期退職特例措置
（２％～20％）

定年前早期退職特例措置
（２％～20％）

差異の内容一般会計の制度との異同

同じ

同じ

同じ
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（単位：千円）

 

1

（1）

イ 土 地 71,024

ロ 建 物 15,072

建 物 減 価 償 却 累 計 額 △ 7,692 7,380

ハ 構 築 物 5,671,346

構 築 物 減 価 償 却 累 計 額 △ 2,847,906 2,823,440

ニ 機 械 及 び 装 置 255,377

機 械 及 び 装 置 減 価 償 却 累 計 額 △ 203,846 51,531

ホ 車 両 運 搬 具 6,350

車 両 運 搬 具 減 価 償 却 累 計 額 △ 5,983 367

ヘ 器 具 備 品 27,140

器 具 備 品 減 価 償 却 累 計 額 △ 14,581 12,559

ト 建 設 仮 勘 定 58,495

有 形 固 定 資 産 合 計 3,024,796

（2） 0

無 形 固 定 資 産 合 計 0

(3) 296,682

投 資 合 計 296,682

固 定 資 産 合 計 3,321,478

2

（1） 現 金 預 金 1,109,229

（2） 未 収 金 75,911

（3） 貸 倒 引 当 金 △ 84

（4） 貯 蔵 品 12,314

流 動 資 産 合 計 1,197,370

資 産 合 計 4,518,848

令和４年度読谷村水道事業予定貸借対照表
令和５年３月31日

資　　産　　の　　部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

流 動 資 産

投 資
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3

（1）

イ 建 設 改 良 等 企 業 債 19,999

19,999

（2）

イ 退 職 給 付 引 当 金 21,477

21,477

41,476

4

（1）

イ 建 設 改 良 等 企 業 債 0

0

（2） 62,867

（3）

イ 賞 与 引 当 金 6,273

6,273

（4） 46,479

115,619

5

（1） 2,553,273

（2） △ 1,465,604

1,087,669

1,244,764

負　　債　　の　　部

固 定 負 債

企 業 債

企 業 債 合 計

引 当 金

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

企 業 債

企 業 債 合 計

未 払 金

引 当 金

引 当 金 合 計

そ の 他 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計
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6

（1）

イ 組 入 資 本 金 2,287,983

ロ 出 資 金 7,000

資 本 金 合 計 2,294,983

7

（1）

イ 補 助 金 23,575

ロ 工 事 負 担 金 1,806

ハ 受 贈 財 産 評 価 額 67,289

資 本 剰 余 金 合 計 92,670

（2）

イ 減 債 積 立 金 0

ロ 建 設 改 良 積 立 金 533,020

ハ 利 益 積 立 金 170,391

ニ 当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金 183,020

利 益 剰 余 金 合 計 886,431

剰 余 金 合 計 979,101

資 本 合 計 3,274,084

負 債 資 本 合 計 4,518,848

資 本 金

剰 余 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

資　　本　　の　　部

資 本 金
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1

（1）給 水 収 益 843,724

（2）そ の 他 営 業 収 益 8,640 852,364

2

（1）原 水 及 浄 水 費 507,672

（2）配 水 及 び 給 水 費 111,130

（3）総 係 費 87,296

（4）減 価 償 却 費 110,264

（5）資 産 減 耗 費 1,100

（6）そ の 他 営 業 費 用 0 817,462

営 業 利 益 34,902

3

（1）受 取 利 息 及 び 配 当 金 2,222

（2）他 会 計 補 助 金 13,758

（3）長 期 前 受 金 戻 入 45,777

（4）引 当 金 戻 入 542

（5）雑 収 益 21,637 83,936

4

（1）支 払 利 息 240

（2）雑 支 出 3,813 4,053 79,883

経 常 利 益 114,785

営 業 外 費 用

（単位：千円）

令和３年度読谷村水道事業予定損益計算書

営 業 外 収 益

営 業 費 用

営 業 収 益

（令和３年４月１日から令和４年３月31日まで）
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5

(1) 固 定 資 産 売 却 費 0

(2) 過 年 度 損 益 修 正 益 0

(3) そ の 他 特 別 利 益 0 0

6

（1）固 定 資 産 売 却 費 0

（2）過 年 度 損 益 修 正 損 0 0 0

当 年 度 純 利 益 114,785

その他未処分利益余剰金変動額 72,765

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金 10,404

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金 197,954

特 別 損 失

特 別 利 益
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（単位：千円）

 

1

（1）

イ 土 地 71,024

ロ 建 物 15,072

建 物 減 価 償 却 累 計 額 △ 7,325 7,747

ハ 構 築 物 5,483,511

構 築 物 減 価 償 却 累 計 額 △ 2,742,621 2,740,890

ニ 機 械 及 び 装 置 255,556

機 械 及 び 装 置 減 価 償 却 累 計 額 △ 198,185 57,371

ホ 車 両 運 搬 具 6,350

車 両 運 搬 具 減 価 償 却 累 計 額 △ 5,758 592

ヘ 器 具 備 品 25,563

器 具 備 品 減 価 償 却 累 計 額 △ 13,748 11,815

ト 建 設 仮 勘 定 48,495

有 形 固 定 資 産 合 計 2,937,934

（2） 0

無 形 固 定 資 産 合 計 0

(3) 296,682

投 資 合 計 296,682

固 定 資 産 合 計 3,234,616

2

（1） 現 金 預 金 1,151,569

（2） 未 収 金 74,528

（3） 貸 倒 引 当 金 △ 36

（4） 貯 蔵 品 6,488

流 動 資 産 合 計 1,232,549

資 産 合 計 4,467,165

投 資

令和３年度読谷村水道事業予定貸借対照表
令和４年３月31日

資　　産　　の　　部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

流 動 資 産
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3

（1）

イ 建 設 改 良 等 企 業 債 10,000

10,000

（2）

イ 退 職 給 付 引 当 金 15,829

15,829

25,829

4

（1）

イ 建 設 改 良 等 企 業 債 6,927

6,927

（2） 66,609

（3）

イ 賞 与 引 当 金 5,464

5,464

（4） 46,479

125,479

5

（1） 2,505,916

（2） △ 1,418,975

1,086,941

1,238,249

長 期 前 受 金

収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

繰 延 収 益

引 当 金

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

企 業 債

企 業 債 合 計

未 払 金

引 当 金

引 当 金 合 計

そ の 他 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計

企 業 債 合 計

負　　債　　の　　部

固 定 負 債

企 業 債
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6

（1）

イ 組 入 資 本 金 2,215,218

ロ 出 資 金 7,000

資 本 金 合 計 2,222,218

7

（1）

イ 補 助 金 23,574

ロ 工 事 負 担 金 1,807

ハ 受 贈 財 産 評 価 額 67,289

資 本 剰 余 金 合 計 92,670

（2）

イ 減 債 積 立 金 6,927

ロ 建 設 改 良 積 立 金 538,756

ハ 利 益 積 立 金 170,391

ニ 当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金 197,954

利 益 剰 余 金 合 計 914,028

剰 余 金 合 計 1,006,698

資 本 合 計 3,228,916

負 債 資 本 合 計 4,467,165

資 本 金

剰 余 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

資　　本　　の　　部

資 本 金
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（単位：千円）

節 金額

1 水道事業収益 1,000,370

1 営業収益 951,751

1 給水収益 942,819

水道料金 942,819 (一般分)4,640,773㎥×197.89円＝918,362,569円 918,362

(基地分)101,516㎥×240.92円＝24,457,234円 24,457

2 その他営業収益 8,932

材料売却収益 1

手数料 1,550 督促手数料 921

申込検査手数料 374

給水装置工事事業者指定手数料 78

証明手数料 6

機能検査手数料 1

給水装置工事事業者指定更新手数料 170

雑収益 7,381 消火栓維持管理負担金 1,376

下水道工事に伴う水道施設の補償費 2,000

下水道料金調定徴収業務受託料 3,996

その他雑収益 9

2 営業外収益 48,616

1 受取利息及び配当金 1,860

預金利息 1,859 定期預金利息 58

普通預金利息 1

有価証券利息 1,800

配当金 1

2 雑収益 126

不用品売却収益 1

その他雑収益 125 延滞金ほか

令和４年度読谷村水道事業会計予算事項別明細書

款 項 目 備考

収益的収入
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節 金額款 項 目 備考

3 消費税還付金 1

消費税還付金 1

4 長期前受金戻入 46,629

受贈財産評価額
長期前受金戻入

6,507

工事負担金
長期前受金戻入

2,512

補助金
長期前受金戻入

37,610

5 引当金戻入 0

貸倒引当金戻入 0

退職給付引当金戻入 0

3 特別利益 3

1 固定資産売却益 1

固定資産売却益 1

2 過年度損益修正益 1

過年度損益修正益 1

3 その他特別利益 1

その他特別利益 1
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収益的支出 （単位：千円）

節 金額

1 水道事業費用 943,818

1 営業費用 925,103

1 原水及び浄水費 575,073

受水費 575,073 見込配水量　5,113,390㎥

2 配水及び給水費 128,170

給料 11,692 職員3名

手当 6,288 扶養手当 558

住居手当 300

通勤手当 168

特殊勤務手当 156

時間外勤務手当 1,185

期末手当 1,957

児童手当 620

勤勉手当 1,344

報酬 0

法定福利費 4,502 共済組合負担金 4,117

追加費用 294

市町村互助会負担金 59

公務災害負担金 32

旅費 1,174 県内旅費 41

県外旅費 1,133

退職手当負担金 2,805

被服費 44 作業服、安全靴、雨靴、雨合羽

備消品費 320 庁用備品 98

水道施設備消耗品 167

車輌関係備消耗品 55

燃料費 421

款 項 目 備考
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節 金額款 項 目 備考

印刷製本費 31

通信運搬費 797 回線使用料 534

携帯電話使用料 263

委託料 38,011 監視装置点検委託料 495

水質検査委託料 7,375

水道施設維持管理待機委託料 10,038

水道施設包括維持管理委託料 8,173

検便検査委託料 14

交通整理員委託料 350

配水池内部清掃点検委託料 0

水道施設等草刈清掃委託料 1,821

送配給水管移設等設計委託料 2,024

送配給水管移設等現場技術業務委託料 5,401

事業再評価業務委託料 0

送配給水管移設等磁気探査委託料 1,169

電気保安委託料 258

無線設備保守点検委託料 220

減圧弁点検委託料 68

ポンプ点検委託料 605

手数料 17 電波利用料 9

車検印紙代（水道施設係車両） 4

その他手数料 4

賃借料 2,089 配水池用地・楚辺赤犬子原私道用地 764

災害時非常用発電機等 1,325

修繕費 37,770 量水器修理 7,017

量水器取替 4,032

給配水施設修理 20,250

その他施設修繕 6,261
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節 金額款 項 目 備考

車両及び一般備品修繕 110

車検（水道施設係車両） 100

路面復旧費 0

動力費 14,384

材料費 5,000

研修費 519

公課費 18

保険料 298 村有物件災害共済分担金 54

水道施設賠償保険料 226

自賠責保険料（水道施設係車両） 18

賞与引当金繰入 1,990 賞与引当金繰入額 1,665

法定福利費引当金繰入額 325

3 総係費 103,489

給料 23,522 職員5名 21,461

臨時的任用職員1名 2,061

手当 10,402 扶養手当 396

住居手当 618

通勤手当 216

時間外勤務手当 620

管理職手当 641

期末手当 3,360

児童手当 420

勤勉手当 2,504

期末手当（会計年度任用職員） 798

期末手当（臨時的任用職員） 413

勤勉手当（臨時的任用職員） 327

通勤手当（臨時的任用職員） 0

時間外勤務手当（臨時的任用職員） 89
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節 金額款 項 目 備考

報酬 6,819 会計年度任用職員3名 6,601

超過勤務報酬（会計年度任用職員） 218

法定福利費 7,866 共済組合負担金 6,643

追加費用 459

市町村互助会負担金 114

公務災害負担金 54

共済組合負担金（臨時的任用職員） 564

追加費用（臨時的任用職員） 32

旅費 1,057 県内旅費 160

県外旅費 825

費用弁償（会計年度任用職員） 72

退職手当負担金 4,420

図書費 148 追録図書 38

参考図書 110

被服費 69 作業着等 69

備消品費 719 庁用備品 0

事務用消耗品 665

車輌関係備消耗品 54

燃料費 300

印刷製本費 1,619

通信運搬費 4,283

委託料 20,251 電算関連機器保守料 1,677

システム保守料 812

検針業務委託料 12,579

電算機器類保守料 526

システムカスタマイズ費用 2,750

公営企業会計支援業務委託料 1,907

手数料 4,978 車検印紙代（業務係車両） 4
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節 金額款 項 目 備考

自動車リサイクル手数料 0

口座振替手数料 1,882

銀行窓口収納取扱手数料 284

コンビニ収納取扱手数料 2,598

量水器検定手数料、ペイジー末端登録料 210

賃借料 5,579 上下水道課事務室賃借料 2,184

システム賃借料（料金調定・企業会計） 2,165

バス賃借料 0

機器賃借料（末端、ＯＣＲ等） 1,219

貸金庫賃借料 11

修繕費 390 車両修繕費 290

備品修繕費 100

補償金 0

研修費 172

食糧費 50

交際費 100

公課費 20 車両重量税（業務係車両） 20

会費負担金 515 日本水道協会負担金 141

日本水道協会九州支部負担金 36

日本水道協会沖縄県支部負担金 251

中部市町村水道事業研究会負担金 10

全国会議、その他研究会参加費 77

保険料 178 自動車災害共済分担金 121

自賠責保険料（業務係車両） 39

会計年度任用職員保険料 18

広告料 660

雑費 110

退職給付費 5,648 退職給付引当金繰入額
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節 金額款 項 目 備考

賞与引当金繰入 3,567 賞与引当金繰入額 2,985

法定福利費引当金繰入額 582

貸倒引当金繰入 47

4 減価償却費 112,370

有形固定資産
減価償却費

112,370

無形固定資産
減価償却費

0

5 資産減耗費 6,000

固定資産除却費 5,000

たな卸資産減耗費 1,000

6 その他営業費用 1

材料売却原価 1

2 営業外費用 8,478

1 支払利息 377

企業債利息 377 地方公共団体金融機構

2 雑支出 101

不用品売却原価 1

その他雑支出 100

3 消費税 8,000

消費税 8,000

3 特別損失 237

1 固定資産売却損 1

固定資産売却損 1

2 過年度損益修正損 236

過年度損益修正損 236

4 予備費 10,000

1 予備費 10,000

予備費 10,000
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（単位：千円）

節 金額

1 資本的収入 62,073

1 企業債 10,000

1 企業債 10,000

企業債 10,000 財政融資資金

2 補助金 50,400

1 国庫県費補助金 50,400

国庫補助金 50,400

3 その他資本収入 1,673

1 負担金 1,672

他会計負担金 1,672 消火栓設置負担金

2 固定資産売却代金 1

固定資産売却代金 1

款 項 目 備考

資本的収入
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（単位：千円）

節 金額

1 資本的支出 228,700

1 建設改良費 211,772

1 送配水設備費 202,682

給料 4,232 職員1人

手当 3,807 扶養手当 438

住居手当 336

通勤手当 120

時間外勤務手当 996

期末手当 695

児童手当 420

勤勉手当 538

期末手当（会計年度任用職員） 264

報酬 2,327 会計年度任用職員1名 2,181

超過勤務報酬（会計年度任用職員) 146

法定福利費 1,541 共済組合負担金 1,414

追加費用 93

市町村互助会負担金 22

公務災害負担金 12

旅費 24 費用弁償（会計年度任用職員） 24

備消品費 329

委託料 30,734

補償金 0

研修費 0

修繕費 5,000

工事費 151,472

材料費 2,500

款 項 目 備考

資本的支出
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節 金額款 項 目 備考

賞与引当金繰入 716 賞与引当金繰入額 716

2 給水設備費 7,355

量水器費 2,321

工事費 1,000

材料費 4,034

3 営業設備費 1,735

工具器具備品
購入費

1,735 電算機器

車輌運搬具
購入費

0

2 企業債償還金 6,928

1 企業債償還金 6,928

企業債償還金 6,928 地方公共団体金融機構

3 国庫補助金返還金 0

1 国庫補助金返還金 0

国庫補助金返還金 0 補助金に係る消費税相当額の返還金

4 予備費 10,000

1 予備費 10,000

予備費 10,000
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